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本書の内容

WHO 神戸センターは、 人口高齢化が進行する中でユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（UHC）の推進を加速させるために、サービス提供、持続可能な資金調達、イノベーション、

指標と測定を包括する保健医療制度の対応と、災害・健康危機管理について世界規模で
研究を進めています。この報告書は、2022 年 1 月から 2023 年 12 月までを対象期間と
しています。

UHC とイノベーションの実現に向けた世界的な
研究拠点となる。

UHC、 保健医療財政、 高齢化、 災害・健康危機管理の各研究
分野における WHO 神戸センターの強みを生かし、日本をはじめ
アジア太平洋地域やさらに広い地域で得られた教訓をもとに世界
レベルの政策策定に資する知見を提供するため、公正かつ持続
可能な UHC の実現に向けたイノベーションと研究を推し進める。
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本報告書対象期間の外部研究パートナー
および協力団体（アルファベット順）：

アラバマ州公衆衛生局（米国）
オーストラリア国立大学（オーストラリア）
バングラデシュ保健家族福祉省

（バングラデシュ）
ベイラー大学（米国）
ベルモント大学（米国）
韓国カトリック大学（大韓民国）
グリフィス大学環境と人口保健センター 

（オーストラリア）
人口保健研究実施センター (CPHRI)、
シングヘルス地域保健局（シンガポール）
チェンマイ・ラチャパット大学（タイ）
千葉大学
香港中文大学（香港特別行政区）
チュラロンコーン大学（タイ）
ポルトアレグレ市（ブラジル）
カーティン大学（オーストラリア）
ダルハウジー大学（カナダ）
デューク・昆山大学（中国）
デューク・シンガポール国立大学医学大学院

（シンガポール）
エラスムス大学（オランダ）
欧州社会福祉政策研究センター（オーストリア）
欧州保健医療制度政策研究所ロンドンハブ

（英国）
エビデンス・エイド（英国）
ガジャマダ大学（インドネシア）
ジョージ・グローバルヘルス研究所

（オーストラリア）
グローバル・デベロップメント・カレッジ

（オーストラリア）
医療政策研究所（オーストラリア）
ハーバード大学（米国）
広島大学
フエ医科薬科大学（ベトナム）
兵庫県災害医療センター
兵庫県こころのケアセンター
医療経済研究・情報研究所（フランス）
健康科学研究所（スペイン）
熱帯医学研究所（ベルギー）
IHPP( インターナショナルヘルスポリシープログラ
ム ) 財団及び国民医療保障事務局（タイ）

インターナショナル・ヘルス・トランジション
（オーストラリア）

シンガポール国際長寿センター（シンガポール）
イタリア緊急心理学会ソーシャルサポート - 
エミリア・ロマーニャ（イタリア）
日本老年学的評価研究機構
日本災害医学会
国立病院機構災害医療センター
国立精神保健研究所
順天堂大学
ジョンズ・ホプキンス大学（米国）
カラデニズ工科大学（トルコ）
慶応義塾大学
KHANA 公衆衛生リサーチセンター（カンボジア）
神戸市
神戸学院大学
神戸大学
甲南大学
京都大学
ラオス国家健康保健局（ラオス）
ラオス国立熱帯公衆衛生院（ラオス）
リスボン経済経営大学院（ポルトガル）
ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス・アンド・
ポリティカルサイエンス（英国）
マクレナン郡医学教育研究財団（米国）
メルボルン大学メルボルン人口と国際保健大学院

（オーストラリア）
Mesylab SRL（ベルギー）
モナシュ大学（オーストラリア）
モンゴル国立医科大学（モンゴル）
プダウエル市（チリ）
長崎大学
名古屋大学大学院医学系研究科
国立国際医療研究センター
国立 PTSD センター（米国）
英国国民保健サービス（NHS）（英国）
国立長寿医療研究所
イタリア学術会議神経科学研究所（CNR-IN）/
健康の縦断的分析と多国間統計モデリングに
関する WHO 協力センター（イタリア）
日本福祉大学
岡山大学

謝辞
WHO 神戸センターは、神戸グループ（兵庫県、神戸市、
神戸商工会議所、株式会社神戸製鋼所で構成）の寛大
なご支援に深く感謝いたします。
WHO 神戸センターは、 ご支援いただいている WHO
神戸センター諮問委員会、WHO 神戸センターサイエ
ンティフィック・ワーキング・グループ、そして兵庫
県と神戸市の方々および日本厚生労働省をはじめと
する多くのパートナーの皆さまに、心より御礼申し
上げます。
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経済協力開発機構（OECD）
大阪大学
フェニックス・オーストラリア（オーストラリア）
クイーンズランド工科大学（オーストラリア）
ロビン・ムーア・アンド・アソシエイツ

（オーストラリア）
立命館アジア太平洋大学
国立ソウル大学校（大韓民国）
シンガポール総合病院（シンガポール）
聖路加国際大学
タイ保健省（タイ）
東北大学
東京有明医療大学
東京医科歯科大学
東京都健康長寿医療センター
トラブゾン大学応用科学部（トルコ）
筑波大学
東ピエモンテ大学（イタリア）
カタルーニャ国際大学（スペイン）
ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン（英国）
ヨーテボリ大学（スウェーデン）
ハンブルク大学（ドイツ）
トルコ保健科学大学（トルコ）
兵庫県立大学
リュブリャナ大学（スロベニア）
マレーシア国民大学（マレーシア）
メルボルン大学（オーストラリア）
ニューカッスル大学（オーストラリア）
ニューサウスウェールズ大学（オーストラリア）
産業医科大学
パドヴァ大学（イタリア）
シドニー大学（オーストラリア）
シドニー工科大学（オーストラリア）
テキサス大学サウスウェスタン校（米国）
フィリピン大学マニラ校（フィリピン）
東京大学
トロント大学（カナダ）
バルパライソ大学（チリ）
ウェイコ マクレナン保健地区（米国）
世界銀行
淀川キリスト教病院
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W HO 神戸センターによる 2022 ～ 23 年事
業成果のハイライトを発表できることを
光栄に思います。 本報告書では、2022

年 1 月から 2023 年 12 月にかけての主な活動につ
いてご報告いたします。上記期間中、WHO 神戸セ
ンターは、 新たな研究を支援するとともに政策立
案者のためのエビデンスを構築することで、人口高
齢化の進行に対応するためのユニバーサル・ヘルス・
カバレッジ（UHC）と災害・健康危機管理（Health 
EDRM）に関する有力な国際的研究プラットフォー
ムとしての地位を確かなものとしました。神戸に位

置する WHO 神戸センターは、地元から世界までそれぞれのレベルでの研
究を先導するという、唯一無二の役割を担っています。

上記期間中の成果として挙げられるのは、合計で 103 本に上る出版物の
刊行です。ここには WHO の書籍 4 冊、レポート 9 本、学術論文 70 本、
WHO の事例研究 8 本、そしてポリシーブリーフ 9 本が含まれます。また、
多年度にわたる研究プロジェクトのうち 14 件が完了し、8 件が継続中で
す。こうした研究を実施できるのも関西を拠点とする研究機関との 15 件
のパートナーシップを含む、世界各国の 110 に上る研究パートナーとの連
携があるからです。また、関西のパートナーと組んでの地元貢献活動も大
幅に強化されています。国内の高校生・大学生を対象に新しいサマースクー
ルプログラムを立ち上げるとともに、8 回にわたって開催された WHO 神
戸センター（WKC）フォーラムには地元から延べ 1,200 名以上が参加し
ました。 

上記期間中に完了した多年度の研究アジェンダのうち、主なものをご紹介
します。1 つ目は、2017 年に始まった、アジアにおける人口の高齢化に
対応した保健医療制度の開発・強化に関する研究です。これまでに全 8
カ国で調査が終了し、その研究成果は BMC/Springer の学術誌 Health 
Research Policy and Systems で人口高齢化に対応した保健医療制度に
関する査読付き論文特集に掲載されました。同じく 2017 年に始動した神
戸認知症研究の結果が 5 本の論文に取りまとめられるとともに、日本、オー
ストリア、スイスで開催された会議で発表されました。また「神戸市認知
症の人にやさしいまちづくり条例」の制定や複数の学術論文の作成にも役
立てられました。 

上記期間中、WHO 神戸センターは、慢性疾患に対して質の高い保健医
療サービスを提供するための購入の手段と、継続的なケア（LTC）の資金
調達に関して、WHO のグローバルな旗艦プロダクトを各１本ずつ、計 2
本の作成を主導しました。その成果として、2023 年に 24 本の WHO 出
版物を刊行し、世界各国の政策立案者や研究者に向けて発信しました。
UHC 指標と測定に関する事業では、世界各国の医療における経済的保護
とアクセスの公平性についての分析を行い、その成果は WHO と世界銀行
の「UHC の追跡：グローバル・モニタリング・レポート 2023」で発表さ
れました。また、高齢者の満たされていない医療・社会的ケアのニーズの
測定を促進するため、30 カ国から 60 名以上の研究者が参加する国際リ
サーチコンソーシアムの設立を主導し、UHC や LTC に関して満たされて
いないニーズの把握に取り組む WHO の各地域事務局への支援を強化し
ました。 

Health EDRM の連携活動の拡大に引き続き取り組んでいます。WHO 神
戸センターは世界中で 278 人の研究者が参加する、災害・健康危機管理
に関する WHO グローバルリサーチネットワークを運営しています。その
中で注目すべきは、日本の 30 名以上の専門家が協力し、「災害・健康危
機管理の研究手法に関する WHO ガイダンス」の日本語版を作成したこ
とです。ガイダンス最新版には、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
に関する章が追加されています。情報共有と研究実施を通じた地域社会
への貢献は、 常に WHO 神戸センターの優先課題です。 コロナ禍では、
日本人の専門家と市民向けに WHO COVID-19 ガイダンスと一般向け文書
の日本語版を 300 件以上、作成・発信しました。  

戦略的指針を示された WHO 神戸センター諮問委員会をはじめ、研究の
質を確保するために支援してくださった WHO 神戸センターサイエンティ
フィック・ワーキング・グループ、そしてとりわけ WHO 神戸センターの取
り組みを共に実現してくださる神戸グループ、兵庫県と神戸市の方々に、
心より御礼申し上げます。すべての人々のためにより良い健康を実現する
よう努めてまいりますので、今後も一層のご協力を賜りますようお願い申
し上げます。

WHO 健康開発総合研究センター（WHO 神戸センター）所長
サラ・ルイーズ・バーバー

所長
メッセージ
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一覧
事業成果

研究成果

110以上

研究パートナー
と協力団体：

8件
継続中の
プロジェクト：

Health EDRM 
ナレッジハブ

アンメットニーズ
に関する
CARETRACK
コンソーシアム

PASH
シミュレーター

29本
その他の
ポリシー出版物：

4冊
書籍：

Health EDRM
リサーチ

ネットワーク

14件
完了した
プロジェクト：

70本
学術論文：

WHO神戸センター10 事業成果ハイライト 2022-2023 11



コミュニケーション
活動の成果

地元への
貢献活動

36回以上
学校向けの講演：

270人
LinkedIn
フォロワー数：

360人

YouTube
チャンネル
登録者数：

70本以上

ウェブサイトの
ニュース記事：

ウェブサイトの
Sitefinity への移行

2回
WHO 神戸センター
サマースクール：

5回
共同記者会見：

42本
YouTube 動画：

9500人以上
X フォロワー数：

15件
関西を拠点とする機関との
研究パートナーシップ：

8回
WHO 神戸センター
フォーラム：

1200名以上
参加者：

地元の技術委員会への参加：

11回国内外のイベントへの参加：

30回

WHO神戸センター12 事業成果ハイライト 2022-2023 13
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2021 年、シンガポールの自
宅でのチョン・ユエ氏。シ
ンガポールや西太平洋地域
では高齢化が急速に進行し
ています。それに備え、コ
ミュニティレベルで継 続的
なケアと社会サービスを統
合し、生涯にわたって人び
とを支 援するため、 社 会・
ヘルスケア制度の整備が進
められています。

サービス提供、
持続可能な
資金調達、
イノベーション

成果の要約

この分野では 2022 ～ 23 年に、50 を上回るさまざまなパートナーと
共同で 43 本の出版物を刊行しました。さらに 6 件の多国間プロジェ
クトが完了し、5 件が継続中です。 

高齢化に対応した保健医療制度についての研究から得られた知見は
10 本の論文にまとめられ、Health Research Policy and Systems
誌の論文特集に掲載されました。 

「神戸認知症研究」は、「神戸市認知症の人にやさしいまちづくり条例」
の制定に貢献しました。この共同プロジェクトの成功を受け、2023 年
には神戸市の協力のもと、新型コロナウイルス感染症流行期の市民
の行動変容を分析する新たな研究に着手しました。

「 保健 医 療 制度における高齢化と財政的持 続可能 性のギャップ
（PASH）グローバルシミュレーター」は、高齢化に対応した保健医

療サービスの持続可能な資金調達について政策上の選択をモデル化
したイノベーションです。 このシミュレーターが好評であったため、
後続プロジェクトとして、継続的なケア（LTC）を担う人材のニーズを
予測する新しいグローバルシミュレーターの開発を進めています。 

WHO 神戸センターは、WHO のグローバルな旗艦プロダクトである　
「 慢性疾患に対するケアの向上に役立つ質の高い保健医療サービス

購入の手段」に関して 24 本の一連の WHO 出版物を完成させました。
引き続き、2 つ目の旗艦プロダクトである「人口高齢化に対応する持
続可能な保健医療財政 」に取り組んでいます。 

WHO 神戸センターでは、研究成果が政策の策定や健康増進に役立
てられやすいような情報発信を心掛けています。特に注目すべき成果
は、「継続的なケアに関する WHO 神戸センター政策シリーズ」の要
約とビデオインタビュー、そして「慢性疾患に対する質の高いケアの
購入」レポートを基に取りまとめた政策立案者向けの一連のポリシー
ブリーフです。これらには、慢性疾患に対する質の高いケアの購入手
段と支払い方法について、低・中所得国に向けた教訓も含まれていま
す。

WHO神戸センター14 事業成果ハイライト 2022-2023 15



WHO 神戸センターでは、特に
低・中所 得国（LMICs）を対
象に、人口高齢化が進行する

中でユニバーサル・ヘルス・カバレッ
ジ（UHC）の推進を加速させる政策オプ
ションに資するエビデンスを提供する
ため、保健医療制度と資金調達のイノ
ベーションに関する研究を進めていま
す。

2022 ～ 23 年は、高齢化に対応する革
新的でレジリエンス（強靱性）のあるサー
ビス提供モデルの評価、そして高齢化
が財源確保や医療費の支出に与える影
響についての調査に焦点を当てました。
こうした研究では、高齢化がもたらす
課題に対処するために各国が取り得る
実践的な行動を重点的に取り上げてい
ます。

サービス提供分野では 2 件の研究ア
ジェンダが 2022 ～ 23 年に完了しまし
た。アジア地域の 8 カ国で実施された
高齢化に対応していける保健医療サー
ビスの 提 供に関する一 連の調 査は、
2022 年にその最終調査が終了してい
ます。BMC/Springer の学術誌 Health 
Research Policy and Systems の論 文

この神戸市との連携プロジェクトの成
功を踏まえ、後続プロジェクトとして、
神戸市における新型コロナウイルス感
染症流行期の行動変容とその健康への
影響に関する分析：ヘルスケア行政デー
タベースの二次解析が始動しました。
この研究は、地元の保健課題ならび
に WHO 神戸センターのグローバルな
研究アジェンダにも合致するものです。
このプロジェクトは 2023 年 8 月に開
始し、2023 年 11 月に神戸市、および
WHO 神戸センター・日本老年学的評
価研究機構の共同で、それぞれプレス
リリースが発表されました。
 
持続可能な資金調達については、革新
的なグローバルシミュレーター「 高齢
化による保健医療制度の財政的持続可
能性 ギャップ（PASH）」に関する共同
研究が、欧州保健医療制度政策観測
所（EURO 観測所）と WHO 西太平洋
地域事務局（WPRO）との間で継続的
に進められています。このシミュレー
ターは、人口高齢化に対応する各国を
対象に、保健医療サービスの資金調達
に関する政策オプションを示すもので
す。現在、WHO 地域事務局および各
国事務所との協力の下、各国でさらに
適用させるための更新が行われていま
す。 

特集では、高齢化に対応した保健医療
制度に関する研究から得られた知見を
10 本の論文にまとめ、発表しました。
これについては、2022 年 11 月の第 37
回日本国際保健医療学会学術大会に
おいて一般公開の WKC フォーラムを開
催して国内向けに発信しました。また、
2023 年 7 月には複数の研究者の協力
を得て、海外向けに研究成果を発信す
る一連の動画が作成されました。 

多年度研究プロジェクトである神戸認
知症研究では、認知機能低下に関連
して継続的なケアを要するリスクのあ
る人を特定する簡単な 3 項目の質問に
ついて、その潜在的価値を実証しまし
た。本研究では 70 歳以上の神戸市民
に対して郵便調査を行い、収集した健
康データと 2 ～ 4 年の長期にわたる回
答者の実態を分析しました。この研究
結果は 2023 年 9 月までに 5 本の論文
にまとめられ、それぞれ査読付学術誌
に発表または投稿中です。さらに、日
本、オーストリア、スイスの会議でも発
表されました。研究から得られた知見
は、プレスリリース、WHO 神戸センター
のウェブサイト、ソーシャルメディアで
発信されるとともに、地方自治体と地
元の大学との協働による公衆衛生研究
の成功事例として日本の地方自治体に
共有されました。また、「神戸市認知
症の人にやさしいまちづくり条例」の制
定にも貢献しました。今後は、この研
究プロジェクトから得られた知見を低・
中所得国でも応用できるよう、議論を
継続しています。
    

急速な人口高齢化に伴い、あらゆる経
済開発段階にある国々が、高齢者に
対する適切な保健医療・社会的ケアの
需要増大に対応するため、継続的なケ
ア（LTC）の提供および資金調達のオ
プションを模索しています。このため、
LTC 人材のニーズを予測する新しいシ
ミュレーターの開発が進められており、
これにより LTC 人材の需給ギャップ、
関連コスト、ギャップの解消が予測で
きるようになります。 

2022 ～ 23 年の WHO 神戸センターの
委託研究では、あらゆる所得レベル
の国々が、特に持続可能な LTC 制度
の構築を通じて保健医療・社会サービ
スの提供形態を高齢者のニーズと需要
にどのように適応させようとしている
かについて体系化を行いました。2023
年 11 月 に は、WHO 神 戸 セン タ ー、
EURO 観測所、WHO 欧州地域事務局

（EURO）が共同で、ケンブリッジ大学
出版局から『 ケア・ディビデンド : 継
続的なケア (LTC) に対する投資利益』
と題した書籍の出版予定を発表しまし
た。この本では、LTC の構成要素や政
策オプションを示しつつ、あらゆる所得
レベルの国々の経済・社会全体にとっ
て、質の高い LTC へ投資することの利
点を実証しています。
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これと密接に関連した研究プロジェ
クトが人口高齢化に対応する持続可
能 な 保 健 医 療 財 政 で、WHO 神 戸セ
ンターが主導した WHO のグローバル
な旗艦プロダクト 2 本のうちの 1 本で
す。WHO 本部の 3 つの関連部門、お
よび学術研究機関とともに共同で取り
組んできたグローバルプロジェクトで、
LTC におけるジェンダーの観点、公的
な LTC 資金調達策、イノベーションに
関する迅速レビュー、日本における世
代間をまたぐ LTC 資金調達に関する計
4 本の WHO 出版物が作成されました。
この研究結果は、低・中所得国におけ
る LTC 資金調達の意義に焦点を当てた
8 本の WHO ブリーフに盛り込まれる予
定です。 

5 年間の 経 済 協 力開 発 機 構（OECD）
との共同研究では、各国が医療や継
続的なケアのカバレッジおよび経済的
保護の改善に当たり保健医療サービス
の価格設定をどのように行い、それを
政策手段として制度化するためにどの
ような投資を行っているのかについて
重要な研究成果を生み出しています。

この研究をもとに刊行された継続的な
ケアに関する WHO 神戸センター政策
シリーズは、要約や著者へのビデオイ
ンタビューなども作成して発信していま
す。 

各国が医療支出の価値を高めたいと願
う中で慢性疾患に対する質の高いケア
の購入は、ますますその重要性を増し
ています。WHO 神戸センターではこれ
までの研究成果を踏まえ、慢性疾患に
対する質の高い保健医療サービスを強
化するための購入手段が果す役割につ
いて研究を行いました。これが、WHO
神戸センターが主導したWHOのグロー
バルな旗艦プロダクトの 2 本目です。
2023 年 9 月には、OECD との 共 同レ
ポート「質の高い慢性期ケアに向けた
保健医療サービスの購入手段」を発表
しました。このレポートでは、慢性期
ケアの質を向上させる購入手段ならび
に報酬の支払い方法に関して得られた
知見と低・中所得国に向けた教訓を明
らかにしました。このレポートに寄与し
た 8 件の国別事例研究もそれぞれ出版
し、さらに政策立案者が研究知見を活
用しやすいように9 本から成るポリシー
ブリーフシリーズも出版しました。

WHO 神戸センター所長サラ・バーバー（右端）は、ベトナムのハノ
イで開催された保健サービスの価格設定・規制と価格管理に関する
WHO ベトナム事務所のワークショップで、ヘルスケアサービスの価格
設定に関する国際的な知見を発表しました。この会合ではベトナム保
健省副大臣とベトナム社会保障局次長が議長を務め、50 名以上が参
加しました。この会議は、アニー・チュウ博士とティ・キム・フオン・
グエン博士が中心となり、ベトナムの病院の価格設定と支払い方法
に関するロードマップについて議論するため開催されました。

中国、北京市の、南口
地区コミュニティ・ヘル
スセンターで受付の列
に並ぶ高齢者たち。
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24本

ポリシー
出版物：

PASH
シミュレーター

17本
学術論文：

2冊
書籍：

50以上

研究
パートナー：
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58件

継続中の
プロジェクト：

6件

完了した
プロジェクト
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ラオスのマホソット病院での会計の様子

UHC
指標と測定

成果の要約

この分野では 2022 ～ 23 年に、15 を上回るさまざまなパートナーと
WHO 神戸センターが直接一緒に取り組んだ 4 件の地元および多国
間プロジェクトが完了し、2 件のプロジェクトが継続中です。2024 年
には WHO 地域事務局と協力して 5 件の共同研究が新たに始動する
予定です。上記期間中に 13 本の出版物を刊行しました。  

高齢者のヘルスケアにおける経済的保護の強化に関する研究結果
は、WHO と世界銀行の「UHC の追跡：グローバル・モニタリング・
レポート 2023」に反映されました。これと関連して、2 件の地元連
携研究が完了し、自治体の政策策定に資するものとなりました。

WHO 神戸センターは、 高齢者の医療・社会的ケアにおいて満たさ
れていないニーズの評価・測定方法を発展させることを目的とする、
グローバル・リサーチコンソーシアム「CARETRACK」の設立に貢献
しました。ヘルスケアにおけるアンメットニーズについてのこの研究は、
グローバルな政策策定に資するものです。 

WHO 神戸センターは、British Medical Journal 誌に発表した論文
で、UHC 達成に向けた進捗のより正確な追跡に役立つよう、未充足
の医療ニーズに関するグローバルデータの充実を提唱しました。この
ことは、2023 年の第 76 回世界保健総会決議を受けて、 同年 9 月
21 日に開催された国連総会 UHC ハイレベル会合の政治宣言の採択
に貢献しました。これにより WHO は、未充足の医療ニーズを UHC
モニタリングの追加指標として検討することを正式に委任されまし
た。
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ラムで発表されました。このフォーラム
には、関西地域を中心に自治体職員、
保健医療・社会福祉従事者、研究者な
ど 150 名近くが参加しました。成果に
ついては、神戸グループにも共有され
ました。学術誌や書籍に掲載する論文
は現在準備中です。

このテーマと関連した 2 件目の地元連
携研究は、日本の高齢者にみる高額な
医療支出がもたらす経済的困窮および
未充足のケアニーズについてです。そ
の結果、2004 年から 2020 年にかけて、
65 歳以上の高齢者がいる世帯の方が
それ以外の世帯に比べて過度な水準
の保健医療支出が多い傾向にあること
が分かりました。その一方で、医療の
受診放棄による未充足のケアニーズの
自己申告は若年者（64 歳以下）でより
多く見られました。関西地域は、他の
地域に比べて高齢者の過度な医療費
支出は少ない傾向にあるものの、医療
の受診放棄は少し高い傾向にありまし
た。本研究から得られた知見の一部
は WHO と世界銀行の「医療における
経済的保護に関するグローバル・モニ
タリング・レポート 2021 」に反映され
ました。また、地元保健当局の政策活
用を促すため、研究概要を日本語で作
成しました。学術論文は現在準備中で、
さらに研究から得られた知見を発信す
るための WKC フォーラムの開催が計
画されています。
 

高齢者の医療・社会的ケアに関する未
充足ニーズの評価は、UHC や持続可
能な開発目標の達成に向けた進捗を評
価する際の重要項目です。高齢者の医
療・社会的ケアにおける未充足のニー
ズを定量化するための多国間にわたる
横断研究および縦断研究プロジェクト
では、83 カ国を対象とした調査データ
の二次解析から各国の未充足ニーズ発
生率の推定値を算出しました。60 歳
以上の成人の受診放棄による未充足の
医療ニーズは、2％未満から 50％を超
えるレベルまで推定値には開きがみら
れました。それに対し、日常生活動作
に制約がある高齢者の社会的ケア（介
護・支援）のニーズが満たされていな
い割合の推定値は 4％未満から 40％
超となりました。今回の研究から得ら
れた知見は、WHO と世界銀行の「UHC
の追跡：グローバル・モニタリング・レ
ポート」 の 2021 年版および 2023 年
版に反映されました。学術論文は 1 件
が 2023 年 9 月 に Population Health 
Metrics 誌に掲載され、もう 1 件は査
読審査が進行中です。 

2023 年には、2019 年の欧州健康面接
調査（EHIS）ウェーブ 3 のデータを用い
た追加分析を実施しました。27 カ国の
15 歳以上の者を対象とした医療の未
充足ニーズの分析と、28 カ国の 65 歳
以上の者を対象とした社会的ケアの未
充足ニーズの分析をそれぞれ行いまし
た。その結果、対象者のほぼ 4 分の 1

（24.4％）が医療の未充足ニーズがある
と回答しており、その原因として主に
医療施設における待ち時間、コスト、
医療施設に行く交通手段・距離を挙げ
ています。すべての国において、70 歳
以上の年齢層は、70 歳未満の年齢層
と比較して、社会的ケアの未充足ニー
ズの発生率が高くなっています。この
研究から得られた主要な知見は WHO
神戸センターのウェブサイトで発信さ
れており、学術論文も準備中です。

医療の未充足ニーズに関する一連の研
究は、WHO 西太平洋地域（WPR）と
南東アジア地域（SEAR）でそれぞれ
開 催された UHC のための 経 済 的 保
護の評価に関する WHO 研 修ワーク
ショップにおいて、受診放棄による未
充足の医療ニーズの測定に関する特別
セッションで取り上げられました。特
に 2023 年 11 月にインドネシアのジャ
カルタで開催された SEAR の研修ワー
クショップでは、WHO 神戸センターと
研究パートナーの主導により、未充足
ニーズの測定に関する各国のキャパシ
ティ構築を目的としたセッションが行
われました。  

WHO 神戸センターのねらいは、
各国によるUHC のモニタリン
グや保健医療制度の評価が

どの程度、人口高齢化のニーズや高齢
者の健康に関する権利に対応している
かを把握することです。過去 2 年間の
主要な研究分野は、高齢者に対する保
健医療サービス、経済的保護、ケアの
質と公平性の評価に関して現在の研究
知見を把握すること、そして人口高齢
化に際して各国が UHC をモニタリング
できるよう新たな指標と評価ツールの
開発を支援することでした。

2022 年に、WHO 神戸センター
は BMC/Springer の 学 術 誌
Health Research Policy and 
Systems の論文特集を編纂しま
した。そこにはベトナムの高齢
者に対する経済的保護に関す
る評価と、ミャンマーとマレーシ
アの高齢者向けに改良と検証を
加えた健康モニタリングツール
に関する指 標・評 価 研 究プロ
ジェクトの結果も含まれていま
す。

医療における経済的保護に関す
る WHO 神戸センターのグローバルな
研究アジェンダと関連して、地元連携
研究も実施しました。関西地域の医療
における高齢者の経済的保護：経済
的保護政策・方針の効果的な実施に
対する障壁を調査するプロジェクトは、
2022 年に完了しました。関西地域全 6
府県を対象としたこの調査では、保健
医療へのアクセスにおいて経済的保護
制度を利用する妨げとなっている要因
を特定しました。ここには、各種制度
やサービス提供が断片化していること、
申請手続きが複雑であることに加えて、
高齢の患者が抱える身体面・精神面・
認知面の問題や家族・社会にまつわる
問題など複合的な課題が含まれます。
研究から得られた知見は、2022 年 7
月にオンライン開催された WKC フォー
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1件
アンメットニーズに
関するグローバル・
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WHO 神戸センターは、医療・社会的
ケアの未充足ニーズの測定・把握・モ
ニタリングを進めるために、高齢者の
医療・社会的ケアに関するアンメット
ニーズの評価方法を促進するためのグ
ローバル・リサーチコンソーシアムの設
立を支援しました。このプロジェクト
には WHO の全地域から高齢者のケア
に関する多様な専門知識を持つ 60 名
以上が参加し、世界中の高齢者の未
充足ケアニーズに対処するための主な
研究の優先課題や方法論における課
題の特定に取り組みました。このプロ
ジェクトが完了するに当たり、高齢者
の医療・社会的ケアの未充足ニーズを
追 跡するため、研究・評価の促 進を
目的とした国際リサーチコンソーシア
ム（CARETRACK）が結成され、英国
のロンドン大学衛生熱帯医学大学院が
この組織の運営を担当することになり
ました。WHO 神戸センターは引き続き
技術アドバイザーとしてコンソーシアム
の活動を支援するとともに、その専門
知識を動員して WHO の関連研究の優
先課題に対処していきます。

未充足ニーズが政策アジェンダとしてさ
らに取り上げられるよう、WHO 神戸セ
ンターでは、UHC 達成に向けた進捗の
より正確な追跡に役立つ未充足のヘル
スケアニーズに関するグローバルデー
タの充実の重要性に関する学術論文を
British Medical Journal 誌に発表しま
した。共著者は、WHO 神戸センター
諮問委員会議長ビロージ・タンチャロ
エンサティエン氏、研究パートナーで
あるポール・コワル氏、ミサヌール・ラー
マン氏、岡本翔平氏です。この論文は、
2023 年 9 月 21 日に開催された国連総
会 UHC ハイレベル会合の政治宣言の
採択に貢献しました。宣言では「進捗
モニタリングで使用される統計データ
の正確性を担保することで、持続可能
な開発のための 2030 アジェンダに整
合する形で、医療の未充足ニーズを含
めた UHC の達成状況について、現場
での実際の進捗状況を把握することが
可能となる」と謳われています。また、
2023 年の第 76 回世界保健総会決議
においても類似の文言が盛り込まれて
います。WHO はこれを受け、医療の
未充足ニーズを UHC モニタリングの追
加指標として使うことの重要性と実行
可能性をレビューするよう委任されまし
た。このことにより、このテーマに関
する WHO 神戸センターの研究と国際
保健政策との関連性が高まります。
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成果の要約

この分野では 2022 ～ 23 年に、40 を上回るパートナーとの共同研究
を行い、4 件のプロジェクトを完了し、新たに 1 件のプロジェクトを
開始し、47 本の出版物を刊行しました。 

WHO 神戸センターは、「 災害・健康危機管理の研究手法に関する
WHO ガイダンス」の 44 節それぞれについて研修教材を作成すると
ともに、コロナ禍における研究活動に関する章を追加しました。さら
に、国内の主要研究機関・学術団体に所属する 28 名の専門家と協
力し、本ガイダンスの日本語版が出版されています。

コロナ禍における災害・健康危機管理の分野では 2
件の研究プロジェクトを実施し、医療人材戦略の運
用と、学生のうつ予防のためのスマートフォンを用い
た認知行動療法について、それぞれの情報を新たに
発信しました。 

WHO 神戸センターは、48 カ国 300 名近くの専門
家の連携促進を図る「災害・健康危機管理に関する
WHO グローバルリサーチネットワーク代表者会議」
の事務局を引き続き務めました。 また「 災害・健康
危機管理に関する WHO ナレッジハブ」および「WHO
災害・健康危機管理研究アジェンダ」の策定を進め
ています。 

新しい研究プロジェクトでは、災害がメンタルヘルス
に及ぼす影響を緩和するためのエビデンスを探ると
ともに、脆弱な集団における災害リスクの効果的な
軽減に資するツールの改善に取り組む予定です。
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2016 年 4 月のマグニチュー
ド 7.0 と 6.2 の地震によって
被害を受けた熊本城。

災害・健康
危機管理

（ Health EDRM）
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WHO 神戸センターは「 災害・
健康危機管理に関する WHO
グローバ ルリサー チネット

ワーク（Health EDRM RN）」の事務局
を務めています。このネットワークは、
世界各国の災害・健康危機管理の取り
組みを改善するため、科学的エビデン
スの強化を図っています。WHO 神戸
センターはその独特な立ち位置により、
災害・健康危機の予防・備え・対応・
回復において広範な経験を有する日本
と海外双方の専門家との関係を築いて
います。 

研究の優先課題は、（1）研究手法の標
準化を図るために本研究領域における
ギャップおよび情報ニーズに対応すると
ともに、倫理課題にも対処すること、（2）
災害のさまざまな段階における健康へ
の影響を比較分析するに当たり、保健
医療データの収集と管理についての標
準化を促進すること、（3）被災者のヘ
ルスニーズに対する効果的な災害対応
を支援する研究を実施すること、（4）
高齢者を含めた脆弱な集団に特有のヘ
ルスニーズを調査することです。

2022 年、WHO 神戸センターはエビデ
ンス・エイドと共同で災害・健康危機
管理の研究手法に関する WHO ガイダ
ンスの 44 節それぞれについて、ビデ
オプレゼンテーションやスライドセット
などの学習教材を作成し、ガイダンス
の周知を図りました。22 年 10 月に刊
行された最初の改訂版では、コロナ禍
における研究活動についての章を追加
しました。この改訂版は、各地域・国
での活用を念頭に WHO 東地中海地域
事務局（EMRO）および WHO ヨーロッ
パ地域事務局（EURO）と共同で 2023
年 7 月に開催したウェビナーで発表さ
れました。次の改訂が進行中で、2024
年以降に各地域・国を対象としたワー
クショップが計画されています。WHO
神戸センターの地元貢献の一環として、
国内の 15 の主要研究機関とさまざま
な学会に所属する 28 名の専門家と協
力し、本ガイダンスの日本語版が完成
しました。このガイダンス日本語版は、
防災の日に当たる 2023 年 9 月 1 日に
出版され、このほか日本におけるさら
なる普及活動が計画されています。  

コロナ禍での災害・健康危機管理に関
する 2 つの研究プロジェクトが 2022 ～
23 年に完了しました。コロナ禍におけ
る各国の人材管理対応に関するスコー
ピングレビューでは、各国が抱える人
材管理の課題について複数の共通する
戦略が同定されました。5 つの事例研
究では、ボランティアワーカーの募集、
質の確保と運用面の持続可能性の強化
を含む、医療人材戦略の運用に関する
各国の政策や計画を論じています。こ
の研究では 15 本の出版物と会合での
発表資料が作成されました。 

コロナ禍での感染予防を念頭に置いた
物理的距離を取る政策は、特に大学生
などの若年層の社会的孤立を深刻化さ
せた恐れがあります。ヘルシーキャンパ
ストライアルは、スマートフォンを用い
た認知行動療法（CBT）がうつ予防に
どのような効果があるのか調査するも
ので、2018 ～ 21 年に関西圏の学生を
対象に、スマートフォンを用い、異なる
種類の認知行動療法による無作為化
比較試験を実施しました。その結果、
短期（8 週間）においても長期（1 年）
においても、デジタル形式の認知行動
療法がうつ予防に有効であることが実
証されています。この研究から得られ
た知見はプレスリリースで発信されてい
ますが、今後は日本の大学や自治体そ
して世界に向けて発信していく予定で
す。 

WHO 神戸センターは、災害・健康危
機 管 理に関する WHO グローバルリ
サーチネットワーク（RN） の事 務局
で、48 カ国の 278 名に上る専門家ネッ
トワークの連携強化に努めています。
2022 年 10 月と 2023 年 11 月に代 表
者会議を開催し、ネットワークの活動
の戦略的方向性を議論しました。代表
者会議は世界全 6 カ所の WHO 地域事
務局および本部防災部局（DRR）の代
表者、並びに RN から選出された 2 名
の共同議長で構成され、災害・健康危
機管理に関する WHO ナレッジハブの
立ち上げと WHO 災害・健康危機管理
研究アジェンダの策定を支援しました。

2016年7月に発生した熊本地震の被害状況について、ともに被災
した人たちと避難先で話し合う名島さん（右）。名島さん夫妻の
自宅は、4月14日と16日のマグニチュード7.0と6.2の地震によって
倒壊しました。
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44件
ガイダンス学習教材：

40以上
研究パートナー：

Health 
EDRM
リサーチネットワーク

（RN）

Health 
EDRM
ナレッジハブ

43本
学術論文：

1件
継続中の
プロジェクト：

4件
完了した
プロジェクト：

2冊
書籍：

2本
レポート：

多部門横断型の連携は、緊急事態や
災害、COVID-19 などのパンデミックに
よる影響を緩和する、コミュニティの
レジリエンス（強靱性）強化にとって
重要です。コミュニティのレジリエンス

（ 強靭性）強化に向けた戦略に関する
体系的同定および評価では、オースト
ラリア、バングラデシュ、スロベニア、
トルコ、米国から 175 名の地方自治体
職員や保健医療従事者が参加したワー
クショップを開催し、コミュニティのレ
ジリエンスを高め、公衆衛生制度を強
化するためのアクションの同定・優先
順位付けを行って調査を完成させまし
た。これについての学術論文が出版さ
れています。   

2022 年に完了した、災害・健康危機
後のメンタルヘルスの長期的予後の決
定要因に関する研究では、災害の種
類にかかわらず、被災者の間でメンタ
ルヘルスの高い有病率と症状の長期化
が見られることが明らかになりました。
WHO 神戸センターはこの研究結果を
受け、2023 年に新規研究プロジェクト
として災害のメンタルヘルスへの影響
の軽減：より良いこころのケア（精神保
健・心理社会的支援（MHPSS））のた
めの効果的な防災ツールの改善に向け
たエビデンスの構築を始動させました。
このプロジェクトは、メンタルヘルスの
リスク低減、保護的因子の推進、およ
び災害がメンタルヘルスに与える影響
の軽減に向け、既存の政策・計画・介
入施策を把握、評価し、将来の政策や
取り組みに対するエビデンスの提供を
目的としています。

2023 年 11 月 14 日に、神戸市で開催された「災害・健康危機管理に関する WHO
グローバルリサーチネットワーク（Health EDRM RN）」の第 5 回コアグループ会議
出席者。

2023 年 2 月 6 日、トルコはシリア
との国境付近で複数回にわたり大
きな地震に見舞われました。この
地 震は、 過 去 100 年 間にこの地
域を襲った地震のなかでも最大級
のもので、両国合わせて数千人が
亡くなるとともに、医療施設を含
め生活に不可欠なインフラが損壊
し、甚大な被害をもたらしました。
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トルコ・シリア 地

震で家を失い、 ト
ルコ災 害 緊 急事 態

対 策 庁（AFAD） が
アンタキヤに開設し

たテント村で避難生
活を送る家族。
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サラ・バーバー所長が 2023 年 10 月に葺合高校で講演を行った様子
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WHO 神戸センターは WHO 本部直轄の研究センターであり、グロー
バルな活動を行っています。同時に、兵庫県や神戸市の地元コミュ
ニティに情報や知識の面で寄与することで地元貢献にも取り組んでい
ます。WHO 神戸センターによる地元貢献活動は、（1）各国が持続
可能な開発目標（SDGs）の実現に向けて努力する中、国内外で得ら
れた教訓を共有し国際的な連携を奨励すること、（2）WHO 神戸セ
ンターの研究活動に関する情報を発信すること、（3）保健医療に関
する意識向上や政策提言を通じて、神
戸市と兵庫県のコミュニティに貢献する
ことです。
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WHO 神戸センターは、関西に
拠点を置く 15 の研究機関と
のパートナーシップを確立し

ており、UHC や SDGs に焦点を当てた、
共通のグローバルな保健医療の課題に
向け連携を推進しています。また、災
害・健康危機管理に関するWHO グロー
バルリサーチネットワークの事務局とし
て、関西に拠点を置く機関と災害・健
康危機に関する研究を行うグローバル
なリサーチコミュニティとの連携を確
立しています。関西を拠点とする研究者
と国際的な学術研究機関とを結びつけ
ることで、WHO 神戸センターの世界
的な研究プログラムに資するとともに、
地元との関連性が高い課題への貢献と
関西に拠点を置くリサーチネットワー
クの拡大につながっています。2022 ～
23 年には、世界中の研究者が参加す

る新しい共同プロジェクトを開始しま
した。ここには神戸大学、神戸学院大
学、兵庫県立大学、大阪大学、京都
大学、兵庫県こころのケアセンター、
兵庫県災害医療センターが参加してい
ます。

地元への
貢献活動 
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COVID-19 の感染拡大により、オンラ
イン形式やハイブリッド形式による会
議の開催を余儀なくされた結果、コス
トが削減されるとともに参加者が増加
しました。2022 ～ 23 年にオンライン
形式・ハイブリッド形式で開催された
主な会議には、「第 4 回および第 5 回
WHO 災害・健康危機管理に関するグ
ローバルリサーチネットワーク代表者
会議」、欧州保健医療制度政策 観測所

（EURO 観測所）・神戸大学・京都大学・
国立長寿医療研究センターの研究パー
トナー、および神戸グループ・自治体
の代表者を招くとともに、海外協力者
がオンラインで参加した書籍『継続的
なケア制度への投資に関する検証』の
出版イベント、WHO 本部・防災部局
と共同で開催した「第 4 回 WHO 災害
リスク管理とレジリエンス構築（DRR）
部門担当官年次会議」があります。 

各研究プロジェクトにはコミュニケー
ションプランがあり、活動と成果をど
のように普及させるかを明確にしてい
ます。具体的には、学術誌への論文の
掲載、研究開始時点・終了時点での研
究概要（日本語・英語）のウェブ公開、
研究者へのインタビュー、国や地方の
記者クラブへのプレスリリースの配信、
特定の研究プロジェクトや共同研究者
についてのツイートや LinkedIn 記事、
動画などが挙げられます。なお、2022
～ 23 年に WHO 神戸センターのウェブ
サイトに新規掲載された記事の数は、
日本語・英語ともにそれぞれ 70 件以上

WHO 神戸センターでは定期的に WKC
フォーラムを開催することで、主に地
元に向けて研究活動についての情報発
信を行っています。2022 ～ 23 年は 8
回のフォーラムを開催しました。

でした。2022 年末にパンデミックが収
束したことを受け、地元協力委員会と
の合意に基づき COVID-19 関連の情報
発信の頻度と量を減らしました。ただ
し、ウェブサイト上の COVID-19 特設
ページは、引き続き維持されます。こ
の特設ページは、日本における信頼で
きる情報源として多くの閲覧数（ページ
ビュー）を獲得しました。2023 年 12
月、WHO 神戸センターのウェブサイト
は、閲覧しやすい WHO のグローバル
サイトに移行しました。  

WHO 神戸センターの情報戦略におい
て、ソーシャルメディアは重要な位置
を占めています。X（旧 Twitter）にお
いては、9,500 人以上の幅広いフォロ
ワー数を活かし、COVID-19 以外の研
究プログラムや研究パートナーの活動
に関する情報も発 信し、関西圏を含
む国内のみならず、世界での WHO 神
戸センターの存在感を高めています。
YouTube チャンネルでは、指標と測定
に関する研究や「災害・健康危機管理
の研究手法に関する WHO ガイダンス」

高校生フォーラム（毎年開催）
「HYOGO × WKC フォーラム 

高校生 SDGs 探究発表会
2021」

第 1 回サマースクール
「Our planet, our health

－私たちが考える地 球規模
の健康課題－」

「コロナ禍における学校と生徒
のメンタルヘルス」

「 急速な高齢化に対する医療
システムの対応：東南アジアと
我が国の教訓」

「保健医療制度の根幹を支える
医療従事者の役割を再考する」

第 2 回サマースクール
「Build the world we want;

A healthy future for all
－地球的視野に立ち、健康を
とらえる－」

「複合課題をもつ世帯　
周縁化された人々への支援に
はどのような制度・対策が必
要か？～誰一人取り残さない
支援へのチャレンジ～」

「災害・健康危機管理
（Health EDRM）2024 年研究

戦略：サイロ化の打破と部門
横断的アプローチの推進」

兵庫県教育委員会 WHO 神 戸 セ ン タ ー 協 力
委 員 会（JCC）, 大 学 生 ／
inochi WAKAZO project（学
生組織）

大阪大学ユネスコチェア 第 37 回
日本国際保健医療学会
学術大会 (JAIH)

兵庫県立大学
国立国際医療研究センター
病院

WHO 神 戸 セ ン タ ー 協 力
委 員 会（JCC）, 大 学 生 ／
inochi WAKAZO project（学
生組織）

京都大学 兵庫県立美術館、
国際会議参加者、
日本の Health EDRM 専門家

参
加

者
数

参
加

者
数

2022年2月 2022年9月2022年3月 2022年11月2022年6月 2023年10月2022年7月 2023年11月

1 52 63 74 8

200 220150 200150 130150 80
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大阪医科薬科大学医
学部 社 会・行動科 学
教室　本庄かおり教授
（左）とWHO神戸セ
ンター　ローゼンバー
グ・恵美技官
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にかかわる研究など技術的な活動に関
する補足情報を配信しました。また、
日本語話者向けには X による情報発信
に重点を置く傍ら、英語話者向けには
LinkedIn アカウントを新設しました。

WHO 神戸センターでは、地域社会の
保健医療に関する意識の向上に貢献す
るため、小中学生・高校生・大学生を
対象とした講演をリモートと対面の両
方で続けています。2022 ～ 23 年は、
地元の学校や大学を中心に 36 回超の
オンライン講演を実施しました。2016
年から好評を博している WHO 神戸セ
ンター高校生フォーラムが終了したこ
とを受け、2022 年に「WKC サマース
クール」を開始しました。これは、地元
を含む日本国内の高校生・大学生を対
象に、世界の保健医療の歴史や現在
と未来の課題を取り上げる、2 週間に
わたる研修プログラムです。プログラム
では、WHO 神戸センター職員や外部
専門家のサポートのもと、学生たちが
文献レビューやインタビューをまとめ、
世界の保健医療に関する課題につい
てプレゼンを行います。このプレゼン
はサマースクールの成果として、「WKC
学生フォーラム」でも発表されます。
このフォ ー ラム は、inochi WAKAZO 
project を含む地元の学生組織からの
協力を得て実施されました。

WHO 神戸センターと神戸グループは定
期的なコミュニケーションの強化に取
り組んできました。2023 年 7 月には年
1 回の事業検討会議を行い、研究の進
捗状況、今後の研究計画、地元との
連携について意見を交わしました。ま
た、WHO 神 戸センター は、WHO 神
戸センター協力委員会（JCC）事務局
とも定期的に会合を開き、業務の進捗
状況をレビューしてきました。定例会
議では、さまざまな議題の中から、地
域貢献活動やコミュニケーションの強
化に焦点を当て検討しています。さら
に、神戸グループは毎年 11 月に開催
される WHO 神戸センター諮問委員会

（ACWKC）でも重要な役割を果たして
います。

WHO 神戸センター職員は、地元自治
体等の技術委員会や会議への参加を
通じて、住民の健康の向上に取り組ん
でいます。2022 ～ 23 年には、兵庫県
や神戸市、各種理事会や運営委員会
による感染症、喫煙防止対策、健康
危機から戦略、計画に至る 11 の委員
会の幅広い会議に参加しました。地域
社会に貢献し、WHO 神戸センターの
研究結果を発信するために、職員は日
本各地、またグリフィス大学（オースト
ラリア）、ロンドン大学クイーン・メア
リー校（英国）、ベトナム政府が主催し
た 30 の国内外のイベント、そしてシン
ガポールで行われた研究者との討論に
参加しました。

WHO 神戸センター諮問委員
会メンバーのクレメンス・オウ
アー委員（左）、坂下玲子委員

（右）と新メンバーのフェリペ・
クルス・ベガ委員（中央）

2023 年 11 月に神戸で開催された WHO 神戸センター諮問委員会
会合で、日本厚生労働省の諸岡育美主査と名刺交換をする WHO
神戸センタープログラムオフィサーのロイク・ギャルソン氏（総務担当）
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